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２Ｂ１８ 

大学の国際志向が大学発ベンチャー創出に与える影響の実証分析 
 

〇小島千草(名古屋市立大学) 

c233603@ed.nagoya-cu.ac.jp 
  

11..ははじじめめにに  

シリコンバレーの成功により，世界各国が大学発ベンチャー促進政策を活発化する中，我が国におい

ても 20 年以上にわたり大学発ベンチャー促進施策が打ち出されて来た。その結果，大学等発ベンチャ

ー企業は 2022年に 4,151社を記録するなど［1］，着実に増加して来ている。しかし，米国のようなグロ

ーバル規模にまで成長したメガベンチャー企業は見られず，主要国との比較において量的にも質的にも

大きな後れをとっている［2］。また近年，我が国のイノベーション指標や国際化に関する指標は，諸外

国と比較して低迷しており，オープンイノベーションに逆行するクローズドモデルの継続が，その主な

要因として指摘されている［3］。  

こうした現状を背景に，政府は第 6期科学技術・イノベーション基本計画［4］において，2022年を

スタートアップ創出元年と位置付け，大学発ベンチャーの一層の推進と国際共同研究の増加や，我が国

が中核となるグローバルネットワークの拡大を，主要な成長戦略として掲げている。しかし，大学発ベ

ンチャーと国際化は，国や大学の競争戦略上の重要課題であるにも関わらず，大学の国際化と大学発ベ

ンチャーとの関連を実証する研究は，国内外にほとんど見られない。 

そこで本研究では，我が国の国立大学を対象として，国際共著論文数と国際的な産学官連携ポリシー

の整備状況で代理される大学の持つ国際的な志向が，大学発ベンチャー創出に及ぼす影響について，定

量的な実証分析を行う。本研究は，我が国における大学の研究活動の国際化と産学官連携に係る国際化

制度が，大学発ベンチャー創出に及ぼす影響を実証する初めての研究であり，大学発ベンチャーや国際

化の推進を掲げる我が国のイノベーション政策に，有用なエビデンスを提供するものである。 

  

22..理理論論背背景景とと分分析析フフレレーームムワワーークク  

学術起業家活動の促進には，起業家研究者の科学技術人的資本(人的資本と社会関係資本)や心理的資

本が重要な役割を果たすことが示唆されている。豊富な事前知識は革新的な機会の認識を促し［5］［6］，

信頼に基づくネットワークは重要な情報やリソース，正当性等をもたらすために，小規模企業のリソー

ス不足を補い，起業に伴う不確実性やリスクを低減するとされる［7］［8］。また，創造性や自己効力感，

リスクテイク，オープンマインド等の心理的資本は起業家精神に影響を与える重要な要因として特定さ

れている［9］［10］。 

一方，イノベーションは，既存知とこれまでつながりのなかった既存知との新結合により生じる可能

性が高い。国際的な活動は，多様な知識やスキル，ネットワークにアクセスするため，国内における活

動よりも人的資本を高めると考えられる。また，国際的な研究連携活動は，頻繁な海外渡航や研究者間

の交流を通じて，様々な国々の研究者とのネットワークも拡大する可能性が高い。そのため，国内にお

ける活動と比べて社会関係資本を蓄積すると考えられる。さらに，多様で多文化な国際的環境での活動

経験は，国内における活動経験よりも不確実性や複雑性に直面する可能性が高い。距離に伴う様々なコ

ストの調整や複雑性を統合する経験は，創造性やオープンマインド，リスクテイク，自己効力感等の心

理的資本を増加することが示唆されている［11］。 

とりわけ国際的な社会関係資本の拡大は，大学発ベンチャー創出を促進する可能性がある。国際化は

企業にとってイノベーションに不可欠な世界に点在する外部資源の獲得，市場の拡大，収益性の向上に

重要とされる［12］［13］。特に，高度でニッチな技術を持つ大学発ベンチャー企業の先端技術は，グロ

ーバルニッチ戦略に適しているため［13］［14］，生まれながらに国際化を希望しているケースが多い［15］。

しかし，国際化はリスクやコストが高く，一般に，リソースの乏しい中小企業には困難とされるが［13］，

大学研究者が，創業者やトップマネジメントメンバーであることが多い大学発ベンチャー企業は，研究

者の国際的な学術研究交流を通じて築かれた，外国の大学や研究機関とのグローバルパイプライン［16］

を通じて，海外市場の獲得に重要な現地コミュニティとのアライアンスや，新製品の開発等を促進でき

る可能性がある［11］。 

こうした，国際的な人的資本や社会関係資本及び国際的な心理的資本の向上は，不確実性やリスクの
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高い大学発ベンチャーの起業を，より一層促進すると考えられる。 

また，大学の支援制度や方針は，学術起業家活動を促進する可能性が示唆されている［17］。学術起業

家活動や国際化の推進は，様々な利点から肯定的に認識される一方で，阻害要因も指摘されている。大

学は教育や研究を伝統的使命とすることから，ビジネス活動に不慣れで研究成果の事業化に必要なリソ

ースが不足している［18］。また，商業化活動を忌避する文化の存在や，学術研究活動と商業化活動とい

う異なるタスクをこなすため時間管理の問題が生じる［19］。 

国際的な活動は，多様で不確実性が高く，安全保障貿易，技術漏洩の問題等の調整コストやリスクが

増加し，国内の活動に比べて多大な時間や労力を要する［20］。その結果，国内や学内における協力活動

にコミットする時間を失い，信頼関係や絆が薄れやすいと言う問題がある［21］［22］。また，資金面等

の支援を優先的に多く得ることによる不公平感の発生や［23］，内向きの文化を持つ国の組織では，対人

関係の障害が発生しやすくなること等が，国際化の阻害要因となる可能性が指摘されている［21］，その

ため，大学は商業化活動や国際化を推進するために，支援制度や方針を示す必要がある。 

  

33..先先行行研研究究  

大学研究者の国際的な活動が，大学発ベンチャー創出に与える影響を実証する研究は国内外に少ない。

外国の研究として，Civera et al.［24］は，2001年～2015年に設立された，イタリアの州立大学 59校

の大学発スピンオフ企業を目的変数とするパネル負の二項分布回帰により，学長の海外機関での勤務経

験や，論文数に対する国際共著論文数の割合が高い大学ほど，大学研究者によるスピンオフ企業の設立

数が増加することを明らかにしている。Uhlbach et al.［22］は，2017年に実施されたデンマークの大

学研究者 4,836人の調査データを用いて，離散時間比例ハザードモデルにより，海外滞在経験のある研

究者は，経験のない研究者より起業する可能性が高いことを示している。我が国の大学を対象とする分

析は，Yasuda［25］が，2012年時点での東京大学の専任研究者 551人を対象とする調査データを用いて，

プロビット回帰分析を実施し，国際移動経験が学術起業家精神を高め，起業の傾向にプラスの影響を示

唆する分析の他は見当たらない。 

その他，我が国の大学発ベンチャー設立数を目的変数とする学内制度の影響を検証する定量分析とし

て，菊池・大江［26］は，2018年の国公私立大学 401校を対象に，負の二項分布回帰により，大学発ベ

ンチャーや研究管理の支援を行う URAの人数や前職の多様性が，大学発ベンチャー創出数にプラスの影

響を及ぼすことを実証している。また，伊藤・金間・渡部［27］は，国公私立大学等 985機関を対象に，

2020年から過去 5年間の大学発ベンチャー創出数を目的変数としてポアソン回帰分析を行い，学内の相

談窓口やインキュベーション施設等の学内支援体制や，知的財産戦略，GAP ファンドプログラムやアク

セラレーションプログラム等の支援活動が，プラスの影響を与えることを確認している。 

一方，大学の産学官連携に係る国際化制度が，大学発ベンチャー創出に与える影響の実証分析は，国

内外に見当たらない。 

 

44..仮仮説説  

以上の理論的背景と先行研究から，次の仮説を提示する。 

  

仮仮説説 11..  国国際際共共著著論論文文数数がが増増加加すするるほほどど，，大大学学発発ベベンンチチャャーー設設立立数数がが増増加加すするる。。  

仮仮説説 22..  国国際際的的なな産産学学官官連連携携ポポリリシシーーをを整整備備ししてていいるる大大学学はは，，大大学学発発ベベンンチチャャーー設設立立数数がが増増加加すするる。。  

  

55..分分析析方方法法    

本研究では前節で示した仮説を検証するために，我が国の国立大学を対象として，大学発ベンチャー

の創出に影響を与える要因を分析する。これまで，我が国の大学発ベンチャー創出の影響要因に関する

定量的な実証分析は，単年度や数年間分の平均値を用いたクロスセクションデータによる回帰分析が行

われて来た。近年，文部科学省の全国の大学等を対象とする産学連携等実施状況調査のデータベースに

より，パネルデータの構築が可能になっている。また論文関係は，エルゼビア社が，文献データベース

の Scopus を元に，論文数や FWCIなど多彩な指標を提供している。本研究では，こうした最新データを

用いて，2020 年～2022 年の 3 年間分のパネルデータを構築する。また，本研究ではサンプルセレクシ

ョンバイアスを防ぐために，国立大学全 86 校を対象とする。国立大学の中には，大学発ベンチャーの

創出があまり活発ではない大学も多く，実績が「0」の年度や大学が複数見られる。そのため，推定手法

としてパネルトービットを用いて分析を行う。 
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被説明変数は，各年度に新規設立された大学発ベンチャー数の中でも，文部科学省の大学発ベンチャ 

ーの定義による 4つの区分(①「特許による技術移転」②「特許以外による技術移転（または研究成果活

用）」③「大学等からの人材移転」④「その他関係」)のうち，「特許による技術移転」の起業数を採用す

る。 

説明変数は，大学の国際的な志向を表す変数として，「国際共著論文数」と「国際的な産学官連携ポリ

シーの整備」がある場合に 1を取るダミー変数を用いる。国際共著論文数は，研究活動の国際化を表し

ており，大学研究者の国際的な科学技術人的資本，心理的資本の蓄積状況を表す代理変数とする。先行

研究では，大学の研究力を表す代理指標として「論文数」が用いられて来た。本研究では大学研究者の

国際研究連携，国内研究連携，学内研究連携，単独で行う研究活動が，それぞれ大学発ベンチャー創出

の促進に与える影響度合いの比較を行うため「論文数」を，国際共著論文数，国内共著論文数，学内共

著論文数，単著論文数の4つの形態に区分する。また，大学の研究力の卓越性を表す指標としてTop1%FWCI

論文数を変数として加えるため，内生性を防ぐために，各形態の論文数は，Top1%FWCI 論文数を差し引

いた値を用いる。国際的な産学官連携ポリシーとは，国際的な産学官連携に係る大学の基本的理念や考

え方である。 

その他，大学の内部要因の変数は，起業や大学発ベンチャーに対する学内支援制度や戦略の変数とし

て「大学発ベンチャー認定制度」「大学等発ベンチャーの創出や支援を意識した知的財産の活用」がある

場合に 1を取るダミー変数を投入する。また，起業を目指す研究者に対する支援活動として「GAPファ

ンドプログラムの実施」「アクセラレーションプログラムの実施」「メンター制度の設置」「相談先の紹介

支援」「経営者等の人材紹介の仕組み」，大学発ベンチャーに対する支援として「大学発ベンチャーを支

援するためのファンド」「インキュベーション施設」がある場合に 1 を取るダミー変数も作成した。学

内支援体制の変数は「起業を目指す学生・研究者等や大学等発ベンチャーに対する支援を主たる業務と

して行う専属の実務担当者数」を採用する。コントロール変数として大学の規模を表す教員数，学生の

状況を表す博士学生数，修士学生数，学部学生数を投入する。学内支援に関する変数の選択は，伊藤・

金間・渡部［27］を参考に選定した。データの入手先は，論文数関連のデータについてはエルゼビア社

の「SciVal」［28］から取得した。学内支援制度や戦略に関する変数のデータは文部科学省の「大学等に

おける産学連携等実施状況について」の調査データ［1］から取得した。教員数及び学生数のデータは大

学改革支援・学位授与機構の公開データ［29］から取得した。いずれも期間は 2020年～2022年である。

統計解析ソフトは Stata18［30］を使用した。 

 

66..分分析析結結果果  

変数の記述統計は，表 1の通りである。推定はパネルトービット分析を用いた。その推定結果を表 2

に示す。 

国際共著論文数は，大学発ベンチャー設立数に対し統計的に有意でプラスとなり，仮説 1が支持され

た。また，国際共著論文数は，他の形態の論文数が大学発ベンチャー設立数に及ぼす影響と比べて，限

界効果が最も高いことも明らかとなった。国内共著論文数も統計的に有意となりプラスであったが，国

際共著論文数より限界効果が低くなっている。学内共著論文数は設立数に影響を与えておらず，単著論

文数は設立数にマイナスの影響を与えていた。国際的な産学官連携ポリシーの整備状況の変数も，設立

数に対し統計的に有意でプラスとなり，仮説 2が支持された。研究力の卓越性を表す Top1%FWCI論文数

は，統計的に有意でマイナスとなり，大学発ベンチャー設立数を低下させていた。国際的な産学官連携

ポリシーの整備状況以外の学内の各種支援制度や戦略の変数は，設立数に有意な影響を与えていないこ

とが確認された。同様に教員数や学生数も影響を与えていなかった。 
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表表 11..  変変数数のの記記述述統統計計  
         

変数 単位 観察値 平均値 標準偏差 最小値 最大値 

大学発 V設立数 件 258 0.7  1.8  0.0  11.0  

国際共著論文数 件 258 445.9  783.5  0.0  5,424.0  

国内共著論文数 件 258 631.8  987.9  4.0  6,202.0  

学内共著論文数 件 258 234.0  347.1  0.0  2,084.0  

単著論文数 件 258 58.2  105.7  0.0  738.0  

Top1%FWCI論文数 件 258 14.4  29.0  0.0  221.0  

国際産学官連携ポリシー － 258 0.295  0.457  0.000  1.000  

大学発 V認定制度 － 258 0.550  0.498  0.000  1.000  

大学発 Vを意識した知財戦略 － 258 0.380  0.486  0.000  1.000  

GAPファンド PG － 258 0.353  0.479  0.000  1.000  

アクセラレーション PG － 258 0.287  0.453  0.000  1.000  

メンター制度 － 258 0.372  0.484  0.000  1.000  

相談先の紹介 － 258 0.554  0.498  0.000  1.000  

経営人材等の紹介 － 258 0.240  0.428  0.000  1.000  

ファンド － 258 0.174  0.380  0.000  1.000  

インキュベーション施設 － 258 0.597  0.491  0.000  1.000  

大学発 V担当者数 人 258 1.1  3.9  0.0  35.0  

教員数 人 258 742.8  801.8  21.0  3,945.0  

博士学生数 人 258 592.9  967.7  0.0  6,123.0  

修士学生数 人 258 1,090.4  1,339.2  1.0  7,319.0  

学部生数 人 258 5,041.5  3,599.8  0.0  15,194.0  

  

表表 22..パパネネルルトトーービビッットトモモデデルルにによよるる推推定定結結果果     
変数 限界効果     標準誤差 

国際共著論文数 0.0009  * 0.0005 

国内共著論文数 0.0008  * 0.0004 

学内共著論文数 -0.0014   0.0009 

単著論文数 -0.0051  *** 0.0020 

Top1%FWCI論文数 -0.0133  ** 0.0066 

国際産学官連携ポリシー 0.2839  *** 0.1010 

大学発 V認定制度 0.0461   0.0974 

大学発 Vを意識した知財戦略 0.1019   0.0963 

GAPファンド PG 0.0986   0.1085 

アクセラレーション PG 0.1257   0.1078 

メンター制度 -0.0245   0.1116 

相談先の紹介 0.1947   0.1291 

経営人材等の紹介 -0.1472   0.1180 

ファンド 0.0320   0.1113 

インキュベーション施設 0.0596   0.1162 

大学発 V担当者数 0.0190   0.0136 

教員数 0.0005   0.0003 

博士学生数 -0.0003   0.0003 

修士学生数 0.0001   0.0001 

学部生数 0.0000   0.0000 

観察値 258     

正である観察値 66   
Log likelihood -194.54      

注：有意水準は，1%(***)，5%(**)，10%(*)。     
  

77..デディィススカカッッシショョンンとと課課題題  

 我が国では，イノベーション推進政策として，大学発ベンチャーの促進や国際共同研究の増加が喫緊

の重要課題であるが，大学の国際化と大学発ベンチャーとの関連を示すエビデンスは不足している。そ

こで，本研究では国内の国立大学全 86 校を対象に，大学の国際的な志向を表す変数として，研究者の

国際的な研究連携活動と国際的な産学官連携ポリシーの整備状況に焦点を当て，大学発ベンチャー設立

数に与える影響の定量的な実証分析を行った。本研究は，我が国の大学の研究活動の国際化と産学官連

携の国際化制度が大学発ベンチャー創出に与える影響を定量的に実証した初めての研究である。 

文部科学省の産学連携等実施状況調査の大学発ベンチャー設立数のデータを活用し，2020 年～2022

年の 3年間分のデータにより，パネルトービットモデルを用いて推定した。分析フレームワークに基づ

き，被説明変数は特許をもとにした起業数としたこと，説明変数は，論文数を 4 つの形態(国際共著論

文数，国内共著論文数，学内共著論文数，単著論文数)に区分して投入し，大学発ベンチャーの設立数に
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与える影響度合いの比較を試みたこと，産学官連携に係る国際化制度の変数を投入し検証したことも，

過去に例のない試みである。 

分析の結果，大学発ベンチャー創出活動を促進するには，国際共同研究の増加や産学官連携に係る国

際化制度の整備が，他の学内支援制度より有効であることが示唆された。同様に，国内共同研究の増加

も大学発ベンチャーの促進に有効ではあるが，国際共同研究より効果が低いことが明らかとなった。単

独で行う研究活動の増加は設立数を低下させることが示唆された。一方，学内の支援制度や戦略は，伊

藤・金間・渡部［27］の結果とは異なり，国際的な産学官連携ポリシーの整備以外の変数は，設立数に

有意な効果を与えていないことが示唆された。我が国の大学発ベンチャーの起業に対する支援制度の整

備は本格的な開始から日が浅く，現段階では十分に機能していないのかも知れない。研究の卓越性を表

す Top1%FWCI論文数は，本研究では，大学発ベンチャー創出数を低下させることが示唆された。これは，

先行研究で広く認められている，研究の卓越性のプラスの効果［31］［32］［33］を支持しない結果であ

る。学術研究活動と起業家活動の時間や労力のトレードオフから，研究の卓越性との間に負の相関を示

唆する研究もあり［34］，本研究は後者を支持する結果となった。 

 本研究結果は，大学発ベンチャーや国際化の促進政策に重要な含意を持つ。政策的には，第 6期科学

技術・イノベーション基本計画において，スタートアップの促進強化や被引用数 Top1%論文中の国際共

著論文数の増加等，国際化の推進が宣言されている。国際共同研究の増加や大学の国際化制度が，大学

発ベンチャー創出を促進する可能性が示唆された本研究結果は，エビデンスベースの政策に貢献するも

のである。しかし，本分析では大学の研究力の卓越性が，大学発ベンチャー創出数を低下させる可能性

を示唆しており，高被引用数の国際共著論文の増加を促す政策は注意を要する。しかし，本分析におい

て研究の卓越性が調整されても国際共同研究の大学発ベンチャー創出に対する促進効果が示されたこ

とは，知的人的資本以上に，国際的な研究連携活動がもたらす様々なリソースが，起業活動を促すこと

を示唆している。大学発ベンチャー創出を促進する効果的な国際共同研究の要素を特定するために，さ

らなる精査が必要である。 

また，直接的な学内支援制度には効果が見られず，国際化支援に関する制度にのみ高い効果が確認さ

れたことは，国際化の推進が大学発ベンチャー創出の重要な鍵であることを示唆している。しかし，我

が国の大学の国際化政策は，海外からの留学生受入れや日本人学生の海外短期研修派遣を中心に進めら

れ来た経緯があり［35］，研究活動や産学官連携の国際化支援制度の整備は遅れている。国際化はリスク

やコストの高い活動であり，様々な阻害要因が進展を妨げている可能性は既述の通りである。大学発ベ

ンチャー創出を促進するために，研究活動や産学官連携活動の国際化支援制度の整備は喫緊の課題であ

る。その他の学内支援制度についても在り方の見直しが必要であろう。 

最後に，本研究は，データ取得の制約から，国際的な科学技術人的資本及び心理的資本の代理変数を

国際共著論文数としている限界がある。 
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